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                         平成２８年（2016 年）３月１４日   

                         総 務 委 員 会 資 料 

                         経 営 室 人 事 担 当 

 

（第 16、17、21、22、51号議案） 

 

改正地方公務員法の概要等について 

 

１ 能力及び実績に基づく人事管理の徹底を図ることを目的として行われた改正の

主な内容 

（１）人事評価の定義 

   任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とするために、職員がその職務を遂

行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で行われる勤務成

績の評価をいう。 

（２）任用の基準 

   職員の任用は受験成績、人事評価その他の能力実証に基づいて行うこと。 

（３）人事評価の実施・措置 

   任命権者は、定期的に人事評価を行い、結果に応じた措置を講じること。 

（４）等級別職務基準表 

   能力及び実績に基づく人事管理の徹底を図るため、職員の職務を給料表の各等

級に分類する際の具体的な基準となる等級別職務基準表を給与に関する条例

で定めること。 

 

２ 地方公務員の退職管理の適正を確保するため、新たに規定された退職管理に関す

る主な内容 

（１）営利企業等に再就職した元職員（以下、再就職者）が、離職前５年間の職務に

属する契約等の事務に関して、離職後２年間、現職員に依頼や要求などの働き

かけをすることを禁止する。 

（２）普通地方公共団体の長の直近下位の内部組織の長（条例部長）又はこれに準ず

る職に、離職前５年より前に就いていた再就職者が、その職についていた時の

職務に属する契約等の事務に関して、離職後２年間、現職員に依頼や要求など

の働きかけをすることを禁止する。 

（３）再就職者が、在職中に自らが決定した契約等の事務に関して、現職員に依頼や

要求などの働きかけをすることを、期間の定めなく禁止する。 

（４）地方公共団体は、必要があると認めるときは、再就職者のうち、国の部長・課

長相当職として、人事委員会規則で定めるもの（条例部長以外の管理職）に、

離職前５年より前に就いていたものが、その職についていた時の職務に属する

契約等の事務に関して、離職後２年間、現職員に依頼や要求などの働きかけを



2 

 

することを禁止することを条例により規定することができる。 

（５）地方公共団体は、必要があると認めるときは、再就職者の届け出を義務づける

こと及び、これに違反したものに、100,000円以下の過料を科すことを条例に

より規定することができる。 

 

３ 地方公共団体の長は、人事評価の状況、退職管理の状況を毎年公表すること。 

 

４ 改正地方公務員法の施行日  平成 28年 4月 1日 

 

 

※ 分限降給制度の導入 

特別区は、地方公務員法改正の趣旨を踏まえ、共通基準により、分限降給の事由

と効果を条例で規定することとした。 

    











別表第６（第５条関係）  

 １ 行政職給料表⑴等級別基準職務表  

職務の級  基準となる職務  

１級  係員の職務  

２級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う係員の職務  

３級  主任主事の職務  

４級  係長、担当係長又は主査の職務  

５級  総括係長の職務  

６級  課長、担当課長又は副参事の職務  

７級  統括課長の職務  

８級  部長、担当部長又は参事の職務  

 ２ 行政職給料表⑵等級別基準職務表  

職務の級  基準となる職務  

１級  係員の職務  

２級  技能主任の職務  

３級  技能長の職務  

４級  統括技能長の職務  

 ３ 医療職給料表⑴等級別基準職務表  

職務の級  基準となる職務  

１級  係長、担当係長又は主査の職務  

２級  課長、担当課長又は副参事の職務  

３級  部長、担当部長又は参事の職務  

 ４ 医療職給料表⑵等級別基準職務表  

職務の級  基準となる職務  

１級  係員の職務  

２級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う係員の職務  

３級  主任主事の職務  

４級  係長、担当係長又は主査の職務  

５級  総括係長の職務  

６級  課長、担当課長又は副参事の職務  

７級  統括課長の職務  

 ５ 医療職給料表⑶等級別基準職務表  

職務の級  基準となる職務  

１級  係員の職務  

２級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う係員の職務  

別紙 



３級  主任主事の職務  

４級  係長、担当係長又は主査の職務  

５級  総括係長の職務  

６級  課長、担当課長又は副参事の職務  

７級  統括課長の職務  
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